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地下構造モデル作成の考え方 
平成29年(2017年) 4月27日 

地震調査研究推進本部 地震調査委員会 

1. 地下構造モデルの構築 

 

 地震調査研究推進本部は、地震防災対策の一つとして地震動ハザードを評価するため、「震源断層

を特定した地震の強震動予測手法（レシピ1）」を用いて全国的な地震動予測地図を発表している。 
この「レシピ」に基づき、地震動評価を行うための地下構造モデルを、成層構造を前提とし、各層

の密度、P波・S波速度、Q値および層境界面の形状などを主なパラメータとする三次元速度構造とし

て定義し、工学的基盤2と地震基盤3の各上面を境界とする以下の３つの領域に分けて、地下構造モデ

ルを作成する。 
・浅部地盤構造：工学的基盤の目安である300～700m/sのS波速度を示す層の上面から地表までの

地盤構造。深さは0～数10ｍ。主として、地震波の周期２秒未満の短周期成分の増幅に影響す

る。 

・深部地盤構造：地震基盤の目安である3km/s程度のS波速度を示す層の上面から工学的基盤上面

までの地盤構造。深さは数10～3000ｍ程度。周期２秒以上の長周期成分も含め、広帯域地震

動評価で対象となる全周期帯（0.1～10秒）の地震波の増幅に影響する。 

・地震基盤以深の地殻構造：地震基盤上面より深い地殻構造。地震波の伝播経路特性に影響する。

震央距離によっては、地震波は上部マントルまで伝播するため、上部マントルまでを含めて

モデル化するが、ここでは地殻構造と記す。 

図1-1 地下構造モデルの模式図 
 

地下構造に対する地震波の増幅特性を考慮し、震源断層から工学的基盤上面までの地下構造モデ

ルを用いて周期２秒までの地震動のシミュレーションを行い工学的基盤上面での地震動を評価し、

これに、浅部地盤構造による増幅効果を加えることで地表での地震動を得ている（ハイブリッド合成

法）。なお、現在公表している「全国１次地下構造モデル（暫定版）」では、工学的基盤上面を概ね

S波速度を500~600m/sの位置に設定している。より短周期側のスペクトルや地震動波形の評価を行う

ためには、工学的基盤上面をより浅い位置（より小さなS波速度）に設定する必要がある。また、現

状の地震動評価で一般的に用いられている長周期・短周期地震動の接続周期帯（0.5〜2秒）の地震動

には、浅部と深部地盤構造の両方が影響すると考えられる。したがって、浅部と深部の地盤構造モデ

ルを切れ目なくスムーズに接合する必要がある。 
                                                   
1 「レシピ」で地下構造モデル作成の考え方が公開され、これに基づく広域地盤構造モデルは、J-SHISで公開され

ている。地下構造モデル作成のこれまでの推移については付録１を参照（以下、付録参照は肩付き文字で示す）。 
2  建築や土木等の工学分野での構造物設計の際には、地震動設定の基礎とする堅固な地盤。構造物の種類や地盤の

状況によって目安とするS波速度は異なるが、多くの場合300~700m/sとされている付２。 
3 地殻最上部にあるS波速度3km/s程度（以上）の堅硬な岩盤（日本建築学会, 2009）。 
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今回、ボーリングデータを含めた多数の地盤データを用いて浅部地盤構造モデルの高度化を行い、

S波速度300m/s程度の地層上面を工学的基盤上面として設定し、水平方向には数百mの分解能を持つ

モデルを作成した。「浅部・深部統合地盤構造モデル」は、高度化した浅部地盤構造モデルと深部地

盤構造モデルを工学的基盤上面の深さ分布を考慮して統合したものであり、ハイブリッド合成法に

よる周期0.1〜10秒の広帯域地震動評価や、より地表面に近い深さに設定された工学的基盤上面（解

放工学的基盤）での地震動評価への活用を目的としている。 
図1-2に、地下構造モデル作成の流れと各手順の詳細を記した章を示す。２章で地震基盤以深の地

殻構造、３章で工学的基盤以深の深部地盤構造のモデル化について紹介する。４章では浅部地盤構造

モデル作成の詳細手順を、５章に広帯域地震動の評価を目的とする「浅部・深部統合地盤構造モデル」

の作成法を説明する。 

 

図1-2 広帯域地震動評価を対象とした地下構造モデル
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2.「地震基盤以深の地殻構造」 

地震基盤以深の地下構造は、反射法・屈折法地震探査付３や自然地震の走時を用いた地震波速度推定、

基礎試錐等の大深度ボーリング調査付４による物性値が直接的情報になる。物性値からみた地震基盤

としての条件を踏まえ、広い地域でS波速度3km/s以上を有することが確認できる層に着目して地震

基盤上面を定め、その深度と重力異常値の関係を抽出し、重力異常値から求められた広域の地震基盤

上面深度分布を補間データとして用いる。地震探査などで求められたコンラッド面（上部・下部地殻

境界面）とモホ面をモデル化する。これらの形状も重力異常分布から広域的に推定された結果を用い

る。 

間接的情報として、震源決定・震源インバージョン解析に使われている地殻モデル、三次元地震波

速度構造（トモグラフィモデル）などを用いる。参照するモデルのS波速度も考慮し、直接的情報か

ら求めた地震基盤深度や速度構造を補間し、地震基盤以深の三次元速度構造モデルを構築する。海域

の地下構造モデルが必要な場合には、海域での地震探査や微小地震の震源分布から推定される海洋

プレートの位置や形状も考慮する。マントルウェッジやスラブなどの複雑な速度情報を取り入れる

場合、トモグラフィモデルの利用は有効な手段となる。 
 「全国１次地下構造モデル（暫定版）」では、地震基盤上面設定にあたっては、ボーリングや物理

探査のデータに加えて、重力異常値の分布パターンと概ね整合するようにし、プレート上面深度とし

て、Sato et al. (2005)や馬場・他（2006）などを取り込み、既往研究（例えば、領木,1999; Matsubara et 
al., 2008）を比較・参照して地震基盤以深の地殻モデルを作成した。J-SHISで公開されている地殻構

造では、Matsubara et al. (2008; 2011)によるトモグラフィモデル（防災科学技術研究所HPで公開）を用

い、南西諸島地域は、Zhao et al. (1994)のコンラッド面とモホ面を参考にモデル化を行っている。情報

が古い面もあるが、東京大学地震研究所HP「刊行物・データベース」に日本列島下のトモグラフィモ

デル例がまとめて紹介されている。 
 日本全国の重力（異常）値に関しては、産業技術総合研究所地質調査総合センターから日本重力測

定値（2013年発行の日本重力データベースDVD版がダウンロード可能）や金沢大学のデータベース

（本多・他,2012）で数値データが公開されている。産業技術総合研究所の重力データベース

（GALILEO）では、ユーザーが指定して作画した結果を閲覧できる。 
 

3.「深部地盤構造」 

手順(1) 地質情報および各種構造探査データ等の収集 

広域地質図、地質断面図等の既往資料、PS検層付５を含めた大深度ボーリング調査（深層観測井）な

どで得られた地盤構造に関する情報、各種物理探査（反射法・屈折法地震探査、微動探査、重力探査、

電磁探査法等）や自然地震などを用いた既往調査研究結果を収集し整理する。 

深部地盤構造に関する情報を含む物理探査や深層ボーリング調査は、地震防災などのための基礎

的な学術調査として大規模な調査も実施されている。深部地盤の基礎資料となるこれらのデータは、

防災科学技術研究所（地盤データベース）・産業技術総合研究所（研究情報公開データベース）をは

じめ、自然災害に対する防災情報としての利用など公共目的においては、石油天然ガス・金属鉱物資

源機構による基礎物理探査や基礎試錐の調査結果なども利用可能である。 

 

手順(2) 地質層構造と速度構造の対比による一次元構造モデル4の作成  
既往の地質図・地質柱状図・ボーリングデータ（特に深層観測井）・周辺地質層序などを整理し、

複数の地層（地質区分）からなる一次元モデル（地質層構造モデル）を作成する。それらに対応する

速度構造モデルを各種構造探査で得られるP波速度等の物性値と地質の対比により作成する。データ

が不足している、もしくは地質情報しかないなどの場合、地質情報から地質区分を推定して地質層構

造モデルを作成し、既往研究やボーリングデータのある地域で作成した地質区分と物性値の対比関

                                                   
4 「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（レシピ）」の０次モデル（藤原・他, 2006）に相当する。 
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係から（例えば、鈴木, 1996）、基準となる地質区分とそれに対応する速度区分を明らかにする。 
地質層構造モデルに対応する一次元構造モデルを作成するため、PS検層によるS波速度、密度検層

による密度、微動探査、自然地震等を用いた構造解析などの結果を参照し、P波速度構造に対応する

S波速度・密度・Q値を決定する。P波速度しか得られない場合は、P波速度から物性値を推定する理

論式や回帰式を用いてS波速度、密度、Q値を求める。 
 物性値相互の関連を取り扱う理論式としてGassmann (1951)がある。P波速度と間隙率を与えるとS
波速度、密度を推定することができる。その他、P波速度（Vp）からの密度（ ）への変換には、Ludwig 
et al. (1970) などの速度と密度の比較研究や、経験式 0.31Vp0.25 （Gardner et al., 1974）などがあ

る。これらの理論式や変換式を用いる場合、これらを作成した元データを参照し、適用範囲を確認す

ることが重要である。 
 Q値については後述する調整もあるため、この段階ではS波速度に比例する値など単純な設定でも

良い。 

 
 

 

 

手順(3) 探査データ等を用いたモデルの三次元展開 
手順(2)で作成した地域（メッシュ）ごとの一次元速度構造モデルを三次元速度構造モデルに展開

するために、共通した層分けを行い各層の地質（速度）と層厚を設定する。各層の面的広がりは、

反射法・屈折法探査によって検出される地震波速度境界面や、重力異常分布図のうち対象とする構造

の深さに対応する波長成分の重力異常分布から推定される地質構造の面的広がり、既存の地質断面

図、地質コンター図、地層年代、断層や褶曲の形状を考慮して空間補間する。各地質境界面の三次

元分布を参照しつつ、工学的基盤上面から地震基盤上面までの深部地盤の初期モデルを作成する。工

学的基盤上面としては、工学的基盤相当のS波速度を有する地層を採用し、地震基盤がごく浅い地域

には必要に応じて地表付近に風化層を設定するなどの調整を行う。 
各層の最終的な形状は、例えば、重力異常の理論値と観測値の比較やインバージョンによる修正を

行って求めることが望ましい。 
重力異常と地質構造の関係については、「日本列島の地殻変動−新しい見方から−」（木村, 2002）

で細部にわたり議論されており、「100万分の1重力異常図」（河野・古瀬, 1989）、「日本列島重力

アトラス」（山本・志知, 2004）などでも地質構造調査の有用性が述べられている。 

図3-1 地質層構造と速度構造の対比による一次元構造モデルの作成 
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手順(4) 地震記録によるモデルの調整5 
 自然地震による地震記録を用いて、表面波の分散性やスペクトル比、レシーバー関数等から深部

地盤のS波速度や境界面の深さを推定することができる。これらの解析結果から推定した構造と手

順(3)で作成した深部地盤構造モデルとの直接比較や、作成したモデルを用いて計算した理論値から

観測値が説明できるかなどを確認し、必要によってモデルを調整する。 
地震記録を用いた地下構造の解析手法として、速度境界層の検出と観測点直下の一次元S波速度構

造の推定を行うことのできるレシーバー関数法（Langston, 1979など）、レイリー波（基本モード）の

水平成分と上下成分のスペクトル比（H/Vスペクトル）を用いた層厚とS波速度を推定する方法（例

えば、Arai・Tokimatsu, 2004）がある。 
日本列島に密に設置された強震観測網（防災科学技術研究所のK-NET、KiK-netなど）の公開され

ているデータが自然地震による記録として入手しやすい。その他、気象庁などによる震度計のデータ

も気象庁HPやCD−ROMで公開されている。 
 
 
 
 

                                                   
5 調整されたモデルは「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（レシピ）」の０.５次モデル（藤原・他, 
2009）に相当する。 

図3-2 作成した一次元速度構造モデルを面的に展開するために参考となるデータ例。 

赤線は地震探査測線で、反射法で得られたP波速度断面図と屈折法で得られた地震波速度境界

面の例を示している。カラーコンターは重力異常値（地質調査総合センター (2013)のブーゲー

異常。仮定密度は2.0g/cm3）を示す。これらの情報を補間情報として、面的に層境界面を展開す

る。 
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手順(5) 地震動の再現計算による速度構造モデルの検証6 

作成した深部地盤の三次元構造モデルを用いて地震観測記録が得られている地点での地震動のシ

ミュレーションを行う。差分法など弾性波動論に基づく計算手法による計算波形と観測波形を比較

し、振幅や顕著な位相、増幅特性や卓越周期等が再現出来ているかを確認する。再現性を高めるため

に、モデルを調整することも出来る（モデルのチューニング）。インバージョンにより速度やQ値な

どの調整を行う方が望ましい。 
地震動の評価のためには、振幅・卓越周期・顕著な位相の到着時間・経時特性などの観測波形の特

徴を再現する必要がある。従って、各地層の減衰を示すQ値の設定は重要なファクターとなる。精度

の高いQ値モデルを構築するには、地盤の不均質性および地域性（地質区分）などの指標を、地下構

造モデルを作成する地域ごとに検討する必要がある付７。観測波形を用いたインバージョンによる調

整は、計算対象とする領域とリソースの量などを考慮すると出来ない場合も多いため、必ずしも必要

としないが、観測波形の再現性は下がることが多い。 
深部地盤構造モデルだけを用いて地震動計算を行う場合、手順(5)によりモデルを完成させる必要

があるが、浅部と深部の地盤構造モデルを統合化する場合、地震記録による検証とチューニングは、

統合したモデルについて行うことが望ましい。 
 

4.「浅部地盤構造」  
地震動の短周期部分（周期2秒未満）の増幅には、工学的基盤以浅から地表までの浅部地盤のS波

速度構造が大きく寄与する。浅部地盤構造のモデル化は表層地質データや地盤調査に利用されてい

るボーリングデータを収集して地盤応答計算用の一次元多層速度構造モデルを作成するのが基本に

なる。しかし、浅部地盤構造は、局所的に大きく変化することが稀ではなく、それらの変化を反映

したモデル化を行うためには、多量のボーリングデータを必要とする。また、ボーリングデータか

ら作成した一次元構造を結合して三次元化する場合、単に数学的な補間を行うのではなく、補間情

報として地質の連続性を考慮したり、微動観測によるＳ波速度の推定によるチューニングなどを行

うことが望ましい。現実的には、利用可能なボーリング情報がほとんど存在しない地域も多く、ど

こまで局所的な変化の反映や三次元的な連続性を重視するかは再現したい地震波の周波数領域、ボ

ーリングデータやその他の地質構造情報などのデータ量、計算機等のリソースの種類・量によって

決まる。 
ここでは、微地形区分により浅部地盤を評価する微地形区分モデルと、ボーリングデータを活用す

るモデル化手法を説明する。ボーリングデータを活用するモデル化では、ボーリングデータのない地

点についての補間法として微地形区分を活用した補間方法と、浅部・深部統合地盤構造モデルの作成

に用いている地質の三次元的な連続性を重視した詳細な手法を説明する。 
 

4.1 微地形区分によるモデル化の方法 

微地形区分モデル 

既存の地形・地盤分類図などの縮尺を考慮した適当な大きさのメッシュに分け、メッシュ内に複数

の微地形が存在する場合は、メッシュ内に最も広い面積を占める微地形やメッシュ中央点の微地形

をメッシュの区分として代表させる。各メッシュの代表地形・微地形を統一した分類基準によって再

評価し、地形区分を行ったメッシュマップに対し、標高、傾斜、古い時代に形成された山地・丘陵か

らの距離などを説明変数として経験的に地盤増幅特性を推定する。 
地盤増幅と相関の高いAVS30（地表から深さ30ｍまでの地盤の平均S波速度）を、PS検層データ

を基にした経験式によって推定し付８、AVS30と最大速度などの地盤増幅度の関係から各微地形区分

での浅部地盤での増幅率を計算する。地盤データが十分にない場合など、日本全国広範囲での地盤

増幅特性の評価に用いることができる。 

                                                   
6 調整されたモデルは「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（レシピ）」の１次モデル付６に相当する。 
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既存の微地形区分モデルとして「地形・地盤分類250mメッシュマップ全国版に基づく地盤のゆれ

やすさデータ」（松岡・若松, 2008）がある。これは「地形・地盤分類250mメッシュマップ」（若

松・松岡, 2003）の微地形区分に対し、経験式（松岡・他, 2005）からAVS30を推定し、地盤増幅度

と浅部地盤の平均S波速度の経験式（藤本・翠川, 2006）を用いて、AVS30を基に地盤増幅度を計算

したモデルである。地形学の新たな知見に基づいて微地形区分を見直して作成された「全国統一基

準による地形・地盤分類250mメッシュマップ（図4-1）」（若松・松岡, 2013）もある。 

 

 図4-1 微地形区分を見直し、世界測地系で作成された微地形区分マップ（若松・松岡, 2013） 

 

4.2 ボーリングデータによるモデル化の方法 
手順(1) 収集した各種調査データの各メッシュへの割り当てと微地形区分による「山地・丘陵」,「台

地・低地」の区分 
モデル化する対象地域をメッシュ分割してボーリング調査位置を記し、メッシュごとにPS検層デ

ータの有無・メッシュ内ボーリング数・掘削深度、微地形区分をまとめる。地震探査・微動探査等の

ボーリングを用いない物理探査が行われたメッシュも明らかにしておく。 
地形学的な地形分類基準と浅部地盤特性の評価という工学的用途を考慮して作成された分類基準

（若松・他, 2004）に準拠し、「山地, 山麓地, 丘陵, 火山地, 火山山麓地, 火山性丘陵」に相当する地

形を「山地・丘陵」、それ以外を「台地・低地」と区分する。 
ボーリング情報は、自治体を含め各機関でデータ公開が試みられている（土木研究所

「Kunijiban」・防災科学技術研究所「ジオ・ステーション」・産業技術総合研究所「研究情報公開

データベース」・地盤工学会「全国電子地盤図」等）。 
浅部地盤構造モデル作成では、深部地盤構造モデルで用いた情報に加え、電子国土基本図・基盤

地図情報（国土地理院によりオンライン提供）、20万分の１シームレス地質図等で確認できる地質

情報（産業技術総合研究所により「地質図Navi」で複数の地質情報をオンライン提供）、「全国統

一基準による地形・地盤分類250mメッシュマップ」（若松・松岡, 2013）などが用いられることが

多い。 
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手順(2) 各メッシュの代表柱状図の作成と層区分 

各メッシュを代表するボーリング柱状図を作成する。複数のボーリングデータがメッシュ内にあ

る場合、最もボーリング深度の深いデータやPS検層を行っているボーリングのデータを代表的な柱

状図として採用する。または、劣悪なデータを除いたメッシュ内のボーリングデータから、深度ごと

に土質の最頻値とN値7の平均値を求めて代表にあたる柱状図とする。このように設定したものを代

表柱状図と呼ぶ。代表柱状図に対し、既往文献などに示されている地質層序、土質区分やN値を考慮

した層区分を行う。 
「山地・丘陵」に属するメッシュでは、岩盤の風化、応力解放によって地表付近のS波速度が深部

に比べて小さくなっていることや、ローム層等の存在を考慮し、地表から数ｍの深さに風化層や被覆

層を設定する必要がある。代表柱状図が作成できる場合、深度方向のN値の変化に基づいて風化層・

被覆層の区分を設定する。 
メッシュ内であっても、ボーリングデータの位置の違いによって、土質やその厚さ、N値が側方に

変化している。場合によっては、微地形や地質層序の違いも認められる。土質・N値の変化は、メッ

シュの空間的広がりを反映したものであり、それらの平均を求めて代表柱状図とする手法もある（安

田・他, 2009）。また、メッシュ内のボーリングごとに微地形や地質層序、層区分に違いがある場合

や層厚が大きく変化する場合は、より信頼性の高いデータのみを残して代表とするか、当該メッシュ

の最大面積を占める微地形や地質層序に相当するボーリン

グデータを採用することができる。 

浅部・深部統合地盤構造モデルでは、関東地域の「山地・

丘陵」部で行われたボーリングデータと、全国範囲のPS検層

データを整理し、N値に基づいて風化層を含めた層区分（風

化区分）を設定している（図4-2）。「山地・丘陵」の区分に

属するメッシュに代表柱状図がある場合、「被覆層・強風化

部（N値10未満）」「弱風化部（N値10〜50未満）」「新鮮部

（N値50以上）」の３層に区分し、ボーリングデータのない

場合には地層の連続性を考えて層区分している。 

 

手順(3) Ｎ値・土質区分と物性値の相関による一次元速度構造モデルの作成 

手順(2)で作成した層区分に、PS検層により得られたP波・S波速度を割り当てる。PS検層データの

ない場合には、土質別および地質年代別のN値と物性値（主にS波速度）の経験式を用いて各層に速度

値を与え、一次元速度構造モデルをメッシュごとに作成する。 
各種土質データに基づくS波速度の推定式に関しては、過去から多くの回帰式が提案されている。

回帰式の説明変数として、N値と土質を用いる式（今井・殿内, 1982）、さらに多くの情報（N値・土

質・地質年代・深度）を用いる式（太田・後藤, 1976;正木, 1984; 福和・他, 1999）などがある。 
メッシュごとにN値や土質などから異なる速度構造を推定するのではなく、代表柱状図に基づいて

作成した層区分に対し、平均的な速度構造を与えてモデル化してもよい。浅部・深部統合地盤構造モ

デルでは、代表柱状図がPS検層データに基づかない場合、N値・土質・地質年代を説明変数とする中

央防災会議（2001）の式等を参考に、土質区分ごとに回帰式を検討して、層区分ごとのS波速度を与

え、「山地・丘陵」部の風化区分に対しては、図4-2に示すように、「被覆層・強風化部」と「弱風化

部」のそれぞれに、150~200m/sと200～350m/sのS波速度を与え、「新鮮部」は当該地域の工学的基盤

上面のS波速度を設定している。なお、中央防災会議（2001）では、風化層として第四紀火山・第三

紀堆積層に対し10m、それ以外には5mの層厚を設定して、S波速度を300m/sとしている。 

                                                   
7 地盤の強度等の指標となる数値であり、標準貫入試験サンプラーを300mm貫入するのに必要なハンマーの落下回

数として定義されている。地盤の工学的性質及び試料を求めるために行う試験（標準貫入試験）によって求められ

る。 

図4-2 山地・丘陵地の地表付近

の層区分の例 
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手順(4) ボーリングデータのないメッシュのモデル化（三次元化のための連続性を重視できない場合） 
ボーリングデータのないメッシュは、そのメッシュ内で優勢な面積を持つ微地形と同じ微地形区

分を持つ近傍メッシュの代表柱状図を用い、その一次元速度構造モデルを当てはめる。「台地・低地」

部で同じ微地形区分に属するメッシュが周辺に複数ある場合、最も近いメッシュの速度構造モデル

を当てはめる。 
「山地・丘陵」に属するメッシュでも同じ微地形区分のモデルを用いるが、風化部の厚さは、表層

地質により異なるため、地表付近の地質分布も考慮する。 

ボーリングデータのない領域が広い場合には、同じ構造が続くことになるが、微地形区分が異なる

場合、微地形区分ごとにモデル化された層構造の違いなどは反映されるため、一次元多層構造モデル

に近い三次元化になる。ボーリングデータ量に応じてモデルの精度が左右されるが、モデル化が容易

であるために広く利用されている手法である（図4-3の左図）。 
 

 

手順(5) ボーリングデータのないメッシュのモデル化（三次元化のための連続性を重視できる場合） 

手順(3)で作成した一次元速度構造モデルの各層境界面について、地形・地質の特徴を参考に各層

の連続性を考慮し、ボーリングデータのないメッシュ部分の境界面をデータのある周囲のメッシュ

情報に基づき内挿する。 
浅部地盤を対象とした物理探査データは、重要な物性境界面を検出できるため、ボーリングデータ

のない箇所などでは、微動観測・物理探査の実施も重要である。微動観測によりＳ波速度構造を決定

でき、層厚のチューニングを行うことができる。物理探査データは、一次元速度構造モデルの層境界

面を水平方向へ補間（三次元化）するための面的情報にもなる。また、一次元速度構造の内挿にあた

っては、各メッシュの代表柱状図で設定された層境界面の標高値を使って対象領域全体について、面

モデル（surface model）としてクリギング・IDW（逆距離加重補間）・スプライン関数等を使って空

間補間計算で求めることもできる。層境界面の分布範囲やその境界については、十分な考慮が必要で

ある。例えば、沖積層分布は低地内に、ローム層分布は台地内に限られる。そのため、「山地・丘陵」

と「台地・低地」の境界地域では、両地域の地質の違いにより、工学的基盤上面に著しい不整形性が

生じる場合もある。採用するメッシュの大きさに対応した精度で両者の接合部分の形状を表現する

ことに留意する。 
ボーリングデータのないメッシュの各層区分の速度値の補間については、近隣メッシュの代表柱

状図の該当する層区分の速度値を使って直接、速度を補間計算で求める方法と、初めに土質区分とN
値を補間で求め，それらを説明変数とするS波速度への変換式を用いてS波速度値を求める方法（木村

・他，2014）もある。 
浅部・深部統合地盤構造モデルでは、広帯域地震動を再現するために用いることを目的とするため、

この高度化した三次元化手法（図4-3の右図）で浅部地盤構造モデルを作成している。しかし、局所

的な層構造境界面の変化などを正確に求めるために、ボーリングデータを大量に収集するとともに、

多くの微動観測を行っている。 
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5.「浅部・深部統合地盤構造モデル」の作成 

広帯域地震動の評価を目的とし、浅部地盤構造モデルと深部地盤構造モデルを統合した浅部・深部

統合地盤構造モデルを作成する。ここで作成するモデルは地盤の非線形性の影響を考慮しない。統合

したモデルの浅部地盤部分は線形の地震動増幅の計算に用いる。なお、地盤の非線形挙動による地震

動変化を考慮するには、非線形特性を仮定した地盤増幅特性の評価を行う必要がある。 

ボーリングデータを基準にして浅部地盤構造をモデル化する場合、一般的に、N 値 50 を有する地

層の深さまでボーリングデータがあることが多いため、N 値を参考にして工学的基盤面（N 値 50、S
波速度で 300～400m/s）を最下面として設定することができる。一方、深部地盤構造はさまざまな情

報から S 波速度 500～700m/s の地層を目安として最上面が設定されていることが多い。ここでは、4

章までに作成した二つの地盤構造モデルを人為的な不連続なく接続し、地震・微動観測などを用いて

調整を行うことで統合地盤構造モデルを作成する手順を説明する。 

 

手順(1) 浅部地盤構造モデルと深部地盤構造モデルの接続と調整 

浅部地盤構造モデルの最下面でのS波速度と深部地盤構造モデルの最上面のS波速度を比較し、両

者の速度差（もしくは、インピーダンスコントラスト）が小さい場合には、浅部と深部の地盤構造モ

デルをそのまま接合する。両者のインピーダンスコントラストが大きい場合には、２つのモデルの間

に中間的な速度（Vs=400～500m/s）を有する層を設定し、接合による人為的な不連続が生じないよう

にする。中間的な速度を有する層の厚さと速度値は深いボーリング調査におけるPS検層データ等を

参考にして設定することとし、堆積盆地と周辺の山地部を含む広域的な領域における深部地盤構造

モデルの最上面や地震基盤上面の深度の空間的分布傾向を考慮して、三次元的にも人為的不連続を

生じないように層厚を調整する。 

浅部と深部の地盤構造モデルを接合させる境界面の三次元的な形状や層厚などに注意して中間層

を設定する(図5-1)。 

図4-3 ボーリングデータのないメッシュのモデル化の違い。 

三次元化のための連続性を重視できない場合（左）は、微地形区分ごとに層境界面の深さが一定のブ

ロック状のモデルになる。連続性を重視できる場合、データのないメッシュ近隣のメッシュの層区分

と滑らかにつなげるように面的情報も加えて考慮する。 
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手順(2) 地震記録・微動観測データによるモデルの調整 

地震記録・微動観測データを収集し、手順(1)で作成した統合地盤構造モデルを調整する。地震記

録・微動から、観測点直下の地下構造情報を抽出し、モデルの調整（チューニング）を行う。モデ

ルの調整に困難が伴う場合には、必要に応じて更なるデータ収集や微動観測を実施する。 

 

 手順(1)で挿入した中間的な速度を持つ層の層厚や速度も含めてチューニングを行い、必要があれ

ば、接合部分から見直しを行う。 

地震記録・微動観測データから地下構造の情報を抽出するために、地震記録の水平動に対する上

下動のフーリエスペクトル比であるH/Vスペクトル（解析対象をレイリー波に特定し、R/Vスペクト

ルと表記する場合もある）、微動観測によるH/Vスペクトル、鉛直アレイを用いた地中記録に対す

る地表記録のスペクトル比、微動アレイ観測による位相速度情報などの解析がある。例えば、１点

の微動観測によるH/Vスペクトルのピーク周期や形状からは、成層地盤を仮定した場合のレイリー

波の理論H/V楕円率と比較してS波速度や層構造を決定することが可能である。微動アレイ観測記録

から表面波の位相速度を求め、逆解析によりS波速度と層厚を決定する方法もよく用いられる。複数

のデータを同時に逆解析する同時逆解析（ジョイント・インバージョン）もモデルのチューニング

には有効な手法である。 

 

手順(3) 経験的サイト特性による短周期領域の検証・調整 

 中小地震の地震観測記録から経験的手法により短周期（例えば2秒未満の周期）のサイト特性を推

定し、手順(2)で調整した統合地盤構造モデルを用いて理論的手法で計算した結果と比較し、モデル

の検証を行う。サイト特性の再現性に問題がある場合、手順(2)に戻りモデルの再調整を行う。 

経験的な短周期のサイト特性の評価手法としては、スペクトルインバージョン（例えば、岩田・

入倉, 1986）があり、地盤および伝播特性のQ値についても検討することができる（例えば、福島・

翠川, 1994；山中・他, 2009）。サイト特性の理論的評価には、主に一次元重複反射理論などが用い

られている。 

 

 

 

 

図5-1 中間的な速度の設定イメージ 

工学的基盤上面や地震基盤上面の三次元的な形状を考慮し、深いボーリング調査におけるPS

検層データ等を参考にして中間的な速度を有する層の厚さと速度値を設定する。 
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手順(4) 三次元的な計算手法による地震動の再現と比較 

手順(3)で検証もしくは調整を行ったモデルを用いて、三次元的地下構造の影響を考慮して差分法

・有限要素法など弾性波動論に基づく理論的手法で中小地震の地震動を計算する。計算した波形に

対応する観測波形を用いて、両者のP-S走時、振幅、ピーク周期、スペクトル形状、経時特性や継続

時間など全体的な特徴を比較する。これらの再現性に問題がある場合、手順(2)に戻りモデルの再調

整を行う。 

地震動評価の目的に応じて、地表もしくは工学的基盤上面での比較を行う。工学的基盤上面で比

較する場合には、手順(3)のモデルから浅部地盤部分を削除し、理論計算を行う。一方、観測波形に

対しては、取り除いた浅部地盤構造モデルを用いた一次元地震応答計算により補正を行い、工学的

基盤上面での地震動を得る。 

広帯域地震動を比較する場合、弾性波動論に基づく理論的計算手法だけでなく、ハイブリッド法

などが用いられている。この場合、手順(3)と(4)の検証を同時に行うことも可能である。 
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付録 
１. 地下構造モデル作成のこれまでの推移 
 地震調査研究推進本部は、Koketsu et al. (2009)、藤原・他（2009）等を参考に、地下構造モデル作成手順をまと

め、「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（レシピ）」で公開し、「レシピ」に基づく広域の地盤構造モデル

を、2010年に防災科学技術研究所のJ-SHISで公開した。また、「長周期地震動予測地図」（2012年試作版）におい

て、長周期地震動予測に対応した「全国１次地下構造モデル（暫定版）」の考え方および地下構造モデルが公開され

ている。 
 
２. 工学的基盤 
建築や土木等の工学分野での構造物設計の際には、地震動設定の基礎とする堅固な地盤とされており、そのS波速

度は構造物の種類や地盤の状況によって異なるが、多くの場合300-700m/s とされている（日本建築学会、2009）。ま

た、N値50以上を深部地盤構造の最上位層とすることが多い。しかし、N値50を下回る地層がより深部に現れる場合も

あり、どこまで工学的基盤上面を深くするかについては注意が必要である。 
  
３. 反射法・屈折法地震探査 
制御震源（もしくは人工震源）を用いて発生させた振動をいろいろな地点で観測して、地下の岩石や地層の中を

地震波として伝わる弾性波が物性の異なる境界で屈折や反射などの現象を生じることを利用して、地下の構造を明

らかにする調査手法。主に屈折波を利用して、波の伝わる速度や減衰などを捉える屈折法地震探査と、反射波を利

用して、地下の反射面の分布や形状などを捉える反射法地震探査がある。 
 
４. 大深度ボーリング調査 
 陸域では油・ガス田の発見の為の基礎試錐や柏崎深部地震動観測プロジェクトによる3000m までの掘削例などが

あり、海域では調査船「ちきゅう」による調査掘削（南海トラフで約2200mまで掘削）などがある。 
 
５. PS検層 
ボーリング孔を利用して、地盤を伝播する弾性波を測定し、速度を求める調査方法を速度検層という。求めよう

とする弾性波速度にはP波とS波があり、その両方を求める場合をPS検層と呼ぶ。 

 

６. １次モデル 
 想定東海地震・東南海地震のための地下構造モデル 

（「長周期地震動予測地図」地震調査研究推進本部, 2009） 
 全国1次地下構造モデル（暫定版）（「長周期地震動予測地図」地震調査研究推進本部, 2012; Koketsu et al., 2008, 

2012）  
地震調査研究推進本部HP（http://www.jishin.go.jp/evaluation/seismic_hazard_map/lpshm/）で公開。 
 

７. 中小地震の地震動シミュレーションの留意事項 
地震動の再現検証を繰り返して修正したモデルであっても、検証に用いていない地震に対する再現計算結果と観

測結果とでは、食い違いがみられる場合がある。これらの場合には、浅部および深部地盤の特性に起因しない要因

として、震源パラメータやそれぞれの地震の震源と観測点を結ぶ伝播経路に対する地殻構造や異方性も無視できな

いこともあり、注意が必要である。 
 
８. AVS30（地表から深さ30mまでの平均S波速度）の推定式 

AVS30の推定式や地盤増幅度を推定した例として以下がある。 
・ 松岡・翠川（1994）：関東地方のデータに基づいて国土数値情報の地形区分・標高データ等から経験的に地

盤の平均S波速度を求めた。主に関東地方において適用可能な推定式。 
・ 翠川・松岡（1995）：強震記録から抽出される最大速度に対する地盤の増幅度とAVS30の関係を求め、地形

情報・表層データ等をもとに、地形と標高値、河川からの距離によりAVS30の経験式を作成。 
・ 松岡・他（2005）：微地形ごとのAVS30に見られる地盤の形成過程や堆積環境に起因する有意な違いと、標

高、傾斜、古い時代に形成された山地・丘陵からの距離を考慮した、AVS30の推定法を提案。地盤分類

250mメッシュマップ用の推定式。 
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